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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む、静電荷像現像用トナーの製造工程
から排出される水を処理対象とし、
　前記処理対象の水のフェントン処理を行うフェントン処理手段と、
　前記フェントン処理が行われたフェントン処理水の汚泥の固液分離を行う固液分離手段
と、
　前記固液分離された汚泥の少なくとも一部を還元処理せずに前記処理対象の水に返送す
る返送手段と、
　を有することを特徴とする水処理装置。
【請求項２】
　前記固液分離手段の前段側に、前記フェントン処理水のｐＨ調整を行うｐＨ調整手段を
有することを特徴とする、請求項１に記載の水処理装置。
【請求項３】
　金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む、静電荷像現像用トナーの製造工程
から排出される水を処理対象とし、
　前記処理対象の水のフェントン処理を行うフェントン処理工程と、
　前記フェントン処理を行ったフェントン処理水の汚泥の固液分離を行う固液分離工程と
、
　前記固液分離した汚泥の少なくとも一部を還元処理せずに前記処理対象の水に返送する
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返送工程と、
　を含むことを特徴とする水処理方法。
【請求項４】
　前記固液分離工程の前段側に、前記フェントン処理水のｐＨ調整を行うｐＨ調整工程を
含むことを特徴とする、請求項３に記載の水処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水処理装置および水処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　静電荷像現像用トナー（以下、単に「トナー」と称する場合がある）の製造工場におけ
る水系分散体の製造工程では、着色成分等を含有する水が発生する。これらの水には、着
色成分である顔料、染料や、界面活性剤等が含まれていることがあるため、固形分濃度と
ともに化学的酸素要求量（ＣＯＤ）が大きく、このままの状態で河川や下水道等に排出す
ることはできない。このため、これらの水は、工場内の水処理施設にて処理された後に再
利用されたり、外部に排出される。
【０００３】
　特に、近年、トナーの製造方法として、従来の混練粉砕法に代わり、乳化重合法による
トナーを始め、懸濁重合法、溶解懸濁法などの各種化学的トナー製法が開発され、実施さ
れている。例えば乳化重合法では、結着樹脂の重合性単量体を乳化重合させて形成された
樹脂分散液と着色剤、離型剤、必要に応じて帯電制御剤等を界面活性剤の存在下、水系溶
媒中で撹拌、混合しながら、凝集、加熱融合させ、所定の粒径、粒度分布、形状、構造を
有する着色樹脂粒子であるトナー粒子を作製する。
【０００４】
　このようなトナーの製造の凝集工程等において、金属イオンと配位結合を形成するエチ
レンジアミンジコハク酸などの有機化合物（以下、「キレート化剤」と呼ぶ場合がある。
）が用いられることがある。このため、トナーの製造工程で、金属イオンと配位結合を形
成する有機化合物を含むキレート化剤含有溶液が発生することがある。
【０００５】
　通常、一般の水処理としては、凝集沈殿処理が利用される場合が多い。凝集沈殿処理と
は、五訂公害防止の技術と法規水質編（通商産業省環境立地局監修、平成１３年発行）１
４１～１５３ページに記載されているように、水処理の分野において最も一般的に用いら
れている固液分離操作であり、広く用いられている。凝集沈殿処理は、原水に凝集剤を添
加することによりフロック（凝集により生じた粗大粒子）を生じさせ、水とフロックとの
比重差により、フロックを沈殿させて固液分離を行う処理方法である。こうして固体とし
て分離されたフロックは、産業廃棄物の汚泥として処理され、固体を分離した水は、化学
的酸素要求量を低減し、再利用されたり、河川や下水道等へ排出されている。
【０００６】
　また、水中の有機物を分解する方法として、フェントン処理が知られている。フェント
ン処理は、過酸化水素と２価の鉄イオンとの反応により生成したヒドロキシラジカルによ
り、有機物を酸化分解する方法である。
【０００７】
　例えば、特許文献１には、工場や畜産農場等から発生する産業廃水のＣＯＤ及び色度を
安価に処理することを目的とした、鉄粉入りの反応槽中に原水のＣＯＤ濃度に対して酸素
量として１／２０～１倍の濃度となるように酸化剤を添加し、撹拌する、鉄粉を用いた廃
水処理方法が記載され、反応槽内に沈殿室を設置するかまたは反応槽の後工程に沈殿槽を
設置し、沈殿した鉄粉を反応槽に返送することが記載されている。
【０００８】
　特許文献２には、鉄化合物の循環使用を可能にして、少ない鉄化合物で効率よく有機性
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排水を処理することを目的とした、有機物を含む排水を鉄塩と過酸化水素を用いてフェン
トン処理する方法において、フェントン処理を行う反応槽内に電極を設けて、Ｆｅ３＋を
電気化学的に還元しつつフェントン処理を行う排水処理方法が記載されている。
【０００９】
　特許文献３には、環境への負担を少なくすることを目的とした、難分解性有機物を含有
する原液に酸化剤と鉄塩とを添加して難分解性有機物を分解するとともに、使用済みの鉄
塩を再生し、鉄塩として再利用する難分解性有機物含有液の処理方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００３－３０００８３号公報
【特許文献２】特開２００４－１８１３２９号公報
【特許文献３】特開２００４－２４３１６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む水を処理対象とし
、発生する汚泥量を低減する水処理装置および水処理方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　請求項１に係る発明は、金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む、静電荷像
現像用トナーの製造工程から排出される水を処理対象とし、前記処理対象の水のフェント
ン処理を行うフェントン処理手段と、前記フェントン処理が行われたフェントン処理水の
汚泥の固液分離を行う固液分離手段と、前記固液分離された汚泥の少なくとも一部を還元
処理せずに前記処理対象の水に返送する返送手段と、を有する水処理装置である。
【００１３】
　請求項２に係る発明は、前記固液分離手段の前段側に、前記フェントン処理水のｐＨ調
整を行うｐＨ調整手段を有する、請求項１に記載の水処理装置である。
【００１４】
　請求項３に係る発明は、金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む、静電荷像
現像用トナーの製造工程から排出される水を処理対象とし、前記処理対象の水のフェント
ン処理を行うフェントン処理工程と、前記フェントン処理を行ったフェントン処理水の汚
泥の固液分離を行う固液分離工程と、前記固液分離した汚泥の少なくとも一部を還元処理
せずに前記処理対象の水に返送する返送工程と、を含む水処理方法である。
【００１５】
　請求項４に係る発明は、前記固液分離工程の前段側に、前記フェントン処理水のｐＨ調
整を行うｐＨ調整工程を含む、請求項３に記載の水処理方法である。
【発明の効果】
【００１６】
　請求項１に係る発明によると、固液分離された汚泥の少なくとも一部を還元処理せずに
処理対象の水に返送する返送手段を有さない場合に比較して、発生する汚泥量を低減する
水処理装置を提供する。
【００１７】
　請求項２に係る発明によると、フェントン処理水のｐＨ調整を行うｐＨ調整手段を有さ
ない場合に比較して、固液分離手段における汚泥の分離性が向上する水処理装置を提供す
る。
【００１８】
　請求項３に係る発明によると、固液分離した汚泥の少なくとも一部を還元処理せずに処
理対象の水に返送する返送工程を含まない場合に比較して、発生する汚泥量を低減する水
処理方法を提供する。
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【００１９】
　請求項４に係る発明によると、フェントン処理水のｐＨ調整を行うｐＨ調整工程を含ま
ない場合に比較して、固液分離工程における汚泥の分離性が向上する水処理方法を提供す
る。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の実施形態に係る水処理装置の一例を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明の実施の形態について以下説明する。本実施形態は本発明を実施する一例であっ
て、本発明は本実施形態に限定されるものではない。
【００２２】
　フェントン反応を効率化するために、フェントン処理において生成した汚泥について、
電気処理や還元剤添加処理によって汚泥に含まれる第二鉄イオンを第一鉄イオンに還元し
、フェントン反応の触媒として再利用することが知られているが、金属イオンと配位結合
を形成する有機化合物（キレート化剤）を含む水をフェントン処理する場合、汚泥を還元
して生成した第一鉄イオンはその一部または全量がキレート化剤と配位結合してしまい、
フェントン反応の触媒として有効利用されないことがある。このため、無駄な還元処理を
行うことになり、用いる薬剤量が増加し、その結果として発生する汚泥量が増加し、また
コスト増加の要因にもなる。
【００２３】
　本発明者らは、金属イオンと配位結合を形成する有機化合物を含む水を処理対象とし、
フェントン処理を行ったフェントン処理水の汚泥の固液分離を行い、固液分離した汚泥の
少なくとも一部を還元処理せずにそのまま処理対象の水に返送することにより、使用する
薬剤量または発生する汚泥量が低減されることを見出した。汚泥の還元処理を行わなくて
よいため、還元に必要な設備投資が抑制される。また、得られる処理水の水質が向上する
。
【００２４】
　図１には本実施形態に係る水処理を行うための水処理装置の一例の概略構成を示す。本
実施形態に係る水処理装置１は、フェントン処理手段としての第一フェントン反応槽１２
および第二フェントン反応槽１４と、固液分離手段としての固液分離槽１８とを有する。
第一フェントン反応槽１２の前段側には、原水を貯留するための原水槽１０を有してもよ
く、第一フェントン反応槽１２および第二フェントン反応槽１４の後段側で固液分離槽１
８の前段側にはｐＨ調整手段としてのｐＨ調整槽１６を有してもよい。フェントン処理手
段としてのフェントン反応槽は、一槽で構成してもよく、二槽以上で構成してもよい。
【００２５】
　水処理装置１において、原水槽１０の入口には配管等が接続され、原水槽１０の出口と
第一フェントン反応槽１２の入口、第一フェントン反応槽１２の出口と第二フェントン反
応槽１４の入口、第二フェントン反応槽１４の出口とｐＨ調整槽１６の入口、ｐＨ調整槽
１６の出口と固液分離槽１８の入口はそれぞれ配管等により接続され、固液分離槽１８の
出口には配管等が接続されている。固液分離槽１８の下部と第一フェントン反応槽１２と
は、返送手段としての返送配管２０により接続されている。第一フェントン反応槽１２お
よびｐＨ調整槽１６には、ｐＨ測定手段としてｐＨメータ等のｐＨ測定装置２２，２４が
それぞれ設置されている。第一フェントン反応槽１２、第二フェントン反応槽１４および
ｐＨ調整槽１６には撹拌手段として撹拌羽根等を有する撹拌装置が設置されてもよい。固
液分離槽１８の後段側に、凝集処理手段としての無機系凝集剤添加槽、高分子凝集剤添加
槽および沈殿槽等を備える凝集処理装置、生物処理手段としての生物処理装置、活性炭吸
着処理手段としての活性炭吸着処理装置等を有してもよい。
【００２６】
　本実施形態に係る水処理装置１の動作および水処理方法を、図１を参照して説明する。
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【００２７】
　処理対象の水であるキレート化剤を含む原水は、原水槽１０等から配管等を通して第一
フェントン反応槽１２へ送液される。第一フェントン反応槽１２において、予め定めた量
の第一鉄イオン触媒（２価の鉄塩）が添加配管等を通して原水に添加される。必要に応じ
てｐＨ調整剤が添加されて予め定めた範囲にｐＨ調整されてもよい。第一鉄イオン触媒が
添加された原水は、配管等を通して第二フェントン反応槽１４へ送液される。第二フェン
トン反応槽１４において、予め定めた量の過酸化水素が添加配管等を通して添加される。
第二フェントン反応槽１４において、第一鉄イオン触媒および過酸化水素を用いてフェン
トン処理が行われる（フェントン処理工程）。フェントン処理工程において、第一鉄イオ
ン（Ｆｅ２＋）が過酸化水素と反応し、ヒドロキシラジカルが生成し、生成したヒドロキ
シラジカルにより、原水中のキレート化剤等の有機物が酸化分解される。
【００２８】
　キレート化剤としては、金属イオンと配位結合を形成する有機化合物であればよく、特
に制限はないが、例えば、金属イオンと配位結合を形成する酸基を２つ以上６つ以下有す
る有機化合物が挙げられる。酸基としては、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ基）、スルホ基
（－ＳＯ３Ｈ）、ホスホ基（－Ｐ（＝Ｏ）（ＯＨ）２）等が挙げられる。このようなキレ
ート化剤としては、例えば、ニトリロトリ酢酸（ＮＴＡ）、エチレンジアミンテトラ酢酸
（ＥＤＴＡ）、トリエチレンテトラアミンヘキサ酢酸（ＴＴＨＡ）、ジエチレントリアミ
ンペンタ酢酸（ＤＴＰＡ）、ヒドロキシエチルイミノジ酢酸（ＨＩＤＡ）、ジカルボキシ
メチルグルタル酸テトラナトリウム塩（ＧＬＤＡ）、ジヒドロキシエチルグリシン（ＤＨ
ＥＧ）、ヒドロキシエチルエチレンジアミンテトラ酢酸（ＨＥＤＴＡ）、ヒドロキシエチ
ルエチレンジアミントリ酢酸、エチレンジアミンジコハク酸（ＥＤＤＳ）、Ｌ－グルタミ
ン酸ジ酢酸（ＧＬＤＡ）、３－ヒドロキシ－２，２’－イミノジコハク酸（ＨＩＤＳ）、
Ｌ－アスパラギン酸－Ｎ，Ｎ－ジ酢酸（ＡＳＤＡ）、メチルグリシジンジ酢酸（ＭＧＤＡ
）、ヘプトグルコン酸（ＧＨ－ＮＡ）、タウリン－Ｎ，Ｎ－ジ酢酸等のアミノ多価カルボ
ン酸化合物、ヒドロキシエチリデンジホスホン酸（ＨＥＤＰ）等の多価ホスホン酸化合物
等、あるいはそれらのナトリウム等のアルカリ金属塩、水和物等が挙げられる。キレート
化剤は水溶性であることが好ましい。
【００２９】
　第一フェントン反応槽１２において、原水は酸等のｐＨ調整剤により例えばｐＨ２以上
３以下の酸性に調整される。
【００３０】
　２価の鉄塩としては、例えば、硫酸第一鉄、塩化第一鉄などが挙げられる。
【００３１】
　２価の鉄塩の添加量は、例えば、処理対象の原水に対して２５０ｍｇ／Ｌ以上１，００
０ｍｇ／Ｌ以下の範囲である。過酸化水素の添加量は、例えば、処理対象の原水に対して
２，５００ｍｇ／Ｌ以上１０，０００ｍｇ／Ｌ以下の範囲である。
【００３２】
　本実施形態において、処理対象である原水中のキレート化剤の量が、１００ｍｇ／Ｌ以
上１，０００ｍｇ／Ｌ以下の範囲である場合に、本実施形態に係る水処理装置および水処
理方法が好適に適用される。原水中のキレート化剤の量が１００ｍｇ／Ｌ未満の場合は、
過度の反応によりフェントン処理の後段の凝集処理における凝集沈殿性が悪くなる場合が
あり、１，０００ｍｇ／Ｌを超えると、フェントン反応による分解が不足する場合がある
。
【００３３】
　フェントン処理が行われたフェントン処理水は、ｐＨ調整槽１６へ送液され、ｐＨ調整
槽１６においてｐＨ調整剤が添加されてｐＨ調整されてもよい（ｐＨ調整工程）。例えば
ｐＨ５以上１０以下の範囲にｐＨ調整されることにより、汚泥の凝集により後段側の固液
分離工程における汚泥の分離性が向上する。また、ｐＨ調整剤が添加されてｐＨ調整され
ることにより、フェントン処理水中の残留過酸化水素が還元処理される。
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【００３４】
　ｐＨ調整されたｐＨ調整液は、固液分離槽１８へ送液される。固液分離槽１８において
、フェントン処理によって生成した汚泥と処理水とに固液分離される（固液分離工程）。
【００３５】
　固液分離手段としては、自然沈降による固液分離槽の他に、例えば、遠心分離槽等が挙
げられる。
【００３６】
　固液分離された汚泥の少なくとも一部は、還元処理されずにそのまま、返送配管２０等
を通して第一フェントン反応槽１２へ返送される（返送工程）。固液分離された汚泥固液
分離された汚泥の少なくとも一部は、還元処理されずにそのまま、処理対象の原水へ返送
されればよく、例えば、原水槽１０へ返送されてもよいし、原水槽１０と第一フェントン
反応槽１２とを接続する配管等へ返送されてもよい。
【００３７】
　生成された汚泥には水酸化鉄（Ｆｅ（ＯＨ）３）が主成分として含まれ、第二鉄イオン
（Ｆｅ３＋）が含まれているため、汚泥を還元処理せずにそのまま処理対象の原水に返送
することで、第二鉄イオンは原水中のキレート化剤と配位結合される。カルボキシル基（
－ＣＯＯＨ基）、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）、ホスホ基（－Ｐ（＝Ｏ）（ＯＨ）２）等の酸
基を有するキレート化剤、特にＥＤＴＡ等のアミノ多価カルボン酸化合物は、第一鉄イオ
ン（Ｆｅ２＋）よりも第二鉄イオン（Ｆｅ３＋）と配位しやすいためと考えられる。返送
される第二鉄イオンの量が原水中のキレート化剤の量よりも多い場合は、余剰分の第二鉄
イオンはフェントン処理の触媒として用いられる。
【００３８】
　ここでフェントン処理の触媒としては第二鉄イオンよりも第一鉄イオンの方がフェント
ン反応の反応効率が良好であることがわかっており、返送する汚泥の量が多く、余剰分の
第二鉄イオンが多くなればフェントン処理の反応効率が低下し、ＣＯＤ－Ｍｎ除去率など
が低下する傾向にある。このため、原水中のキレート化剤との配位結合に必要な第二鉄イ
オンを、返送汚泥に含まれる第二鉄イオンで補い、フェントン処理に必要な触媒としては
第一鉄イオンを用いることが好ましい。返送する汚泥量は、汚泥に含まれる第二鉄イオン
の量として、キレート化剤に対してモル比で０．６７以上１．３３以下の量であることが
好ましい。
【００３９】
　固液分離槽１８において固液分離された処理水は、必要に応じて水処理装置１の後段側
の凝集処理装置へ送液され、凝集剤が添加されてフロックを成長させ、凝集処理が行われ
る（凝集処理工程）。凝集処理装置は、凝集処理を行うことができるものであればよく、
特に制限はない。例えば、凝集処理装置は、無機系凝集剤添加槽、高分子凝集剤添加槽、
沈殿槽を備える。凝集処理は、例えば、無機系凝集剤添加槽における、処理水への無機系
凝集剤の添加および凝集反応を行い、凝集物を得る無機系凝集剤添加工程（凝集反応工程
）と、高分子凝集剤添加槽における、凝集反応した凝集反応液への高分子凝集剤の添加お
よび凝集物からフロックを形成するフロック形成工程と、沈殿槽における、凝集沈殿によ
りフロックを含む汚泥スラリと分離液とに分離する固液分離工程と、を含む。なお、凝集
沈殿処理の代わりに加圧浮上処理等による固液分離処理を行ってもよい。
【００４０】
　凝集処理工程において凝集処理された凝集処理水は、再利用あるいは河川等に放流され
る。必要に応じて、凝集処理の後に、生物処理、活性炭吸着処理、砂ろ過処理等が行われ
てもよい。
【００４１】
　例えば、沈殿槽において汚泥スラリと分離された分離液は、生物処理装置へ送液される
。生物処理装置において分離液に対して生物処理が行われ、溶存有機物が除去される（生
物処理工程）。生物処理では、例えば、生物処理槽で活性汚泥に生息するバクテリア等で
溶存有機物が分解処理され、次の汚泥沈殿槽で自然沈降等により、活性汚泥と上澄み水に
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分離される。
【００４２】
　生物処理装置において分離された上澄み水（生物処理水）は、活性炭吸着処理装置へ送
液される。活性炭吸着処理装置において上澄み水に対して活性炭吸着処理が行われ、活性
炭により上澄み水に含まれるＣＯＤ成分が主に吸着除去される（活性炭吸着処理工程）。
【００４３】
　一方、沈殿槽において分離液と分離された汚泥スラリは、ポンプ等にて例えば汚泥濃縮
装置等に送液される。汚泥濃縮装置において汚泥スラリは水分である汚泥分離液と固形分
とに分離される（分離工程）。
【００４４】
　本発明の実施の形態に係る水処理装置および水処理方法は、キレート化剤を含む水を処
理対象とするが、特に、キレート化剤を使用する静電荷像現像用トナーの製造工程から排
出される水の処理に好ましく適用され、乳化重合法、乳化凝集法、懸濁重合法、溶解懸濁
法などの各種化学的トナー製造方法による製造工程から排出される水の処理により好まし
く適用される。乳化重合法では、結着樹脂の重合性単量体を乳化重合させて形成された樹
脂分散液と着色剤、離型剤、必要に応じて帯電制御剤等を水系溶媒中で撹拌、混合しなが
ら、凝集、加熱融合させ、所定の粒径、粒度分布、形状、構造を有する着色樹脂粒子であ
るトナー粒子を作製する。乳化重合法は、トナーの原材料となる樹脂粒子の製造工程と、
着色剤分散液、離型剤分散液等の分散液の製造工程と、静電荷像現像用トナーの製造工程
とに大きく分けられる。以下に、それぞれについて例を挙げて説明する。
【００４５】
＜静電荷像現像用トナー製造工程＞
（樹脂粒子の製造工程）
　樹脂粒子を生成するには、通常、重合性単量体と界面活性剤とを水に加え、撹拌してエ
マルションとする。重合性単量体エマルションが生成したら、該エマルションの好ましく
は２５質量％以下（すなわち、少量のエマルション）と、遊離基開始剤とを、水相に加え
て混合し、所望の反応温度で種重合を開始する。種粒子の生成後、この種粒子含有組成物
にさらに残りのエマルションを追加し、所定の温度で、所定の時間、重合を続けて重合を
完了し、樹脂粒子（樹脂粒子分散液）を生成させる。この樹脂粒子の製造工程から、製造
工程で不要となったり、その製造工程の設備メンテナンス等にて発生した、界面活性剤、
樹脂粒子等の固形分を含有する樹脂粒子分散液、界面活性剤水溶液等が排出される。樹脂
粒子が生成したら、着色剤分散液、離型剤分散液等とともに凝集させて凝集体粒子とし、
次にこれを融合させてトナー粒子とする。
【００４６】
　前記重合性単量体の種類としては、遊離基開始剤と反応しうるものであれば特に制限は
ない。重合性単量体の具体例としては、スチレン、パラクロロスチレン、α－メチルスチ
レン等のスチレン類；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、
アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウリル、
メタクリル酸２－エチルヘキシル等のビニル基を有するエステル類；アクリロニトリル、
メタクリロニトリル等のビニルニトリル類等が挙げられ、これらの重合性単量体は重合さ
れて、単独重合体あるいは共重合体とされる。
【００４７】
　また、ポリエステル類、ポリウレタン類のような樹脂を界面活性剤とともに水系媒体中
でせん断し、分散させてもよい。また、樹脂粒子として、アンモニア成分を含むものも用
いられる。
【００４８】
　樹脂粒子の製造に使用される界面活性剤としては、アニオン系界面活性剤、カチオン系
界面活性剤または非イオン系界面活性剤を使用すればよく、一般的にはアニオン系界面活
性剤が、分散力が強く、樹脂粒子の分散に優れているため、好ましく用いられる。非イオ
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ン系界面活性剤は、前記アニオン系界面活性剤またはカチオン系界面活性剤と併用される
のが好ましい。前記界面活性剤は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して使
用してもよい。
【００４９】
　アニオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリン酸カリウム、オレイン酸ナトリウム
、ヒマシ油ナトリウム等の脂肪酸セッケン類；オクチルサルフェート、ラウリルサルフェ
ート、ラウリルエーテルサルフェート、ノニルフェニルエーテルサルフェート等の硫酸エ
ステル類；ラウリルスルホネート、ドデシルベンゼンスルホネート、トリイソプロピルナ
フタレンスルホネート、ジブチルナフタレンスルホネートなどのアルキルアリールスルホ
ン酸ナトリウム；ナフタレンスルホネートホルマリン縮合物、モノオクチルスルホサクシ
ネート、ジオクチルスルホサクシネート、ラウリン酸アミドスルホネート、オレイン酸ア
ミドスルホネート等のスルホン酸塩類；ラウリルホスフェート、イソプロピルホスフェー
ト、ノニルフェニルエーテルホスフェート等のリン酸エステル類；ジオクチルスルホコハ
ク酸ナトリウムなどのジアルキルスルホコハク酸塩類；スルホコハク酸ラウリル２ナトリ
ウム等のスルホコハク酸塩類；などが挙げられる。
【００５０】
　カチオン系界面活性剤の具体例としては、ラウリルアミン塩酸塩、ステアリルアミン塩
酸塩、オレイルアミン酢酸塩、ステアリルアミン酢酸塩、ステアリルアミノプロピルアミ
ン酢酸塩等のアミン塩類；ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド、ジラウリルジメ
チルアンモニウムクロライド、ジステアリルジメチルアンモニウムクロライド、ジステア
リルジメチルアンモニウムクロライド、ラウリルジヒドロキシエチルメチルアンモニウム
クロライド、オレイルビスポリオキシエチレンメチルアンモニウムクロライド、ラウロイ
ルアミノプロピルジメチルエチルアンモニウムエトサルフェート、ラウロイルアミノプロ
ピルジメチルヒドロキシエチルアンモニウムパークロレート、アルキルベンゼントリメチ
ルアンモニウムクロライド、アルキルトリメチルアンモニウムクロライド等の４級アンモ
ニウム塩類；などが挙げられる。
【００５１】
　非イオン性界面活性剤の具体例としては、ポリオキシエチレンオクチルエーテル、ポリ
オキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシ
エチレンオレイルエーテル等のアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェニ
ルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル等のアルキルフェニルエーテル
類；ポリオキシエチレンラウレート、ポリオキシエチレンステアレート、ポリオキシエチ
レンオレート等のアルキルエステル類；ポリオキシエチレンラウリルアミノエーテル、ポ
リオキシエチレンステアリルアミノエーテル、ポリオキシエチレンオレイルアミノエーテ
ル、ポリオキシエチレン大豆アミノエーテル、ポリオキシエチレン牛脂アミノエーテル等
のアルキルアミン類；ポリオキシエチレンラウリン酸アミド、ポリオキシエチレンステア
リン酸アミド、ポリオキシエチレンオレイン酸アミド等のアルキルアミド類；ポリオキシ
エチレンヒマシ油エーテル、ポリオキシエチレンナタネ油エーテル等の植物油エーテル類
；ラウリン酸ジエタノールアミド、ステアリン酸ジエタノールアミド、オレイン酸ジエタ
ノールアミド等のアルカノールアミド類；ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレート
、ポリオキシエチレンソルビタンモノパルミエート、ポリオキシエチレンソルビタンモノ
ステアレート、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート等のソルビタンエステルエ
ーテル類；などが挙げられる。
【００５２】
　遊離基開始剤としては、特に制限はない。具体的には、過酸化水素、過酸化アセチル、
過酸化クミル、過酸化ｔｅｒｔ－ブチル、過酸化プロピオニル、過酸化ベンゾイル、過酸
化クロロベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過酸化ブロモメチルベンゾイル、過酸
化ラウロイル、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム、ペルオキシ炭
酸ジイソプロピル、テトラリンヒドロペルオキシド等が挙げられる。
【００５３】
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　本実施形態において、樹脂粒子の大きさは、レーザ回折式粒度分布測定装置（日機装社
製マイクロトラック）で測定した体積平均粒径で、０．０５μｍ以上１μｍ以下程度であ
る。
【００５４】
（着色剤分散液、離型剤分散液の製造工程）
　着色剤分散液は、着色剤、界面活性剤等を、水相中で混合し、分散処理をすることによ
って得られる。同様にして、離型剤分散液は、離型剤、界面活性剤等を、水相中で混合し
、分散処理をすることによって得られる。この着色剤分散液、離型剤分散液の製造工程か
ら、製造工程で不要となったり、その製造工程の設備メンテナンス等にて発生した、界面
活性剤、着色剤等の固形分を含有する着色剤分散液や、界面活性剤、離型剤等の固形分を
含有する離型剤分散液、界面活性剤水溶液等が排出される。
【００５５】
　着色剤としては、例えばカーボンブラック、クロムイエロー、ハンザイエロー、ベンジ
ジンイエロー、スレンイエロー、キノリンイエロー、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラ
ゾロンオレンジ、バルカンオレンジ、ウオッチヤングレッド、パーマネントレッド、ブリ
リアントカーミン３Ｂ、ブリリアントカーミン６Ｂ、デュポンオイルレッド、ピラゾロン
レッド、リソールレッド、ローダミンＢレーキ、レーキレッドＣ、ローズベンガル、アニ
リンブルー、ウルトラマリンブルー、カルコオイルブルー、メチレンブルークロライド、
フタロシアニンブルー、フタロシアニングリーン、マラカライトグリーンオキサレート、
などの種々の顔料；アクリジン系、キサンテン系、アゾ系、ベンゾキノン系、アジン系、
アントラキノン系、ジオキサジン系、チアジン系、アゾメチン系、インジコ系、チオイン
ジコ系、フタロシアニン系、アニリンブラック系、ポリメチン系、トリフェニルメタン系
、ジフェニルメタン系、チアゾール系などの各種染料などが挙げられる。これらの着色剤
は１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５６】
　また、着色剤分散液中の着色剤の大きさは、例えば、上記レーザ回折式粒度分布測定装
置（日機装社製マイクロトラック）で測定した体積平均粒径で、０．０５μｍ以上０．５
μｍ以下程度である。
【００５７】
　また離型剤として働くワックスの種類としては特に制限はないが、例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリブテン等の低分子量ポリオレフィン類；軟化点を有するシリコ
ーン類；オレイン酸アミド、エルカ酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド
等の脂肪酸アミド類；カルナウバワックス、ライスワックス、キャンデリラワックス、木
ロウ、ホホバ油等の植物系ワックス；ミツロウ等の動物系ワックス類；モンタンワックス
、オゾケライト、セレシン、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、フィ
ッシャトロプシュワックス等の鉱物・石油系ワックス類；ステアリン酸ステアリル、ベヘ
ン酸ベヘニル等の高級脂肪酸と高級アルコールとのエステルワックス類；などが挙げられ
る。
【００５８】
　また、離型剤分散液中の離型剤の大きさは、例えば、上記レーザ回折式粒度分布測定装
置（日機装社製マイクロトラック）で測定した体積平均粒径で、０．０５μｍ以上０．５
μｍ以下程度である。
【００５９】
　界面活性剤としては、上記樹脂粒子の製造に使用される界面活性剤と同様のものが挙げ
られる。
【００６０】
（トナーの製造工程）
　上記調製法により得られた樹脂粒子は、次のような方法でトナーの調製に用いられる。
上記調製法により得られた樹脂粒子と、着色剤分散液と、離型剤分散液と、必要に応じて
凝集剤と、必要に応じて帯電制御剤と、および必要に応じて他の添加剤とを混合し、得ら
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れた混合物を樹脂粒子のガラス転移温度（Ｔｇ）近辺の温度、好ましくは、樹脂粒子のＴ
ｇ±１０℃で、凝集体を生成するのに効果的な時間、例えば１時間以上８時間以下加熱し
て、トナー大の凝集体を生成する。次に、この凝集体懸濁液を、樹脂粒子のＴｇまたはそ
れより高い温度、好ましくは樹脂粒子のＴｇ＋４０℃、例えば約６０℃以上約１２０℃以
下に加熱して合体または融合させてトナー粒子を造粒し、このトナー粒子をろ過などの手
段で母液から分離して、イオン交換水などで洗浄（洗浄工程）した後、乾燥する。
【００６１】
　樹脂粒子は、通常トナーの結着樹脂として用いられ、トナーの固形分に対して７５質量
％以上９８質量％以下程度トナー内に存在する。
【００６２】
　着色剤は、通常トナー中に、着色に効果的な量、例えばトナーの固形分に対して１質量
％以上１５質量％以下程度、好ましくは３質量％以上１０質量％以下程度存在する。
【００６３】
　離型剤として働くワックス類の好ましい量としては、トナーの固形分に対して、５質量
％以上２０質量％以下程度である。
【００６４】
　必要に応じて使用される凝集剤は、融合に効果的な量、例えばトナーの固形分に対して
０．０１質量％以上１０質量％以下程度を用いればよい。使用する凝集剤としては、一価
以上の電荷を有する化合物が好ましく、その化合物の具体例としては、前述のアニオン系
界面活性剤類；塩酸、硫酸、硝酸、酢酸、シュウ酸等の酸類；塩化マグネシウム、塩化ナ
トリウム、硫酸アルミニウム、硫酸カルシウム、硫酸アンモニウム、硝酸アルミニウム、
硝酸銀、硫酸銅、炭酸ナトリウム、ポリ塩化アルミニウム等の塩類；等が挙げられるが、
これらに限るものではない。好ましい凝集剤としては、硝酸等の窒素成分を有するものが
挙げられる。
【００６５】
　また、凝集体を生成する凝集工程等において、金属イオンと配位結合を形成する有機化
合物（キレート化剤）が用いられることがある。
【００６６】
　帯電制御剤は、帯電させるのに効果的な量、例えばトナーの固形分に対して０．１質量
％以上５質量％以下で使用してもよい。適当な帯電制御剤としては、アルキルピリジニウ
ムハロゲン化物類、重硫酸塩類、シリカ等の帯電制御剤類、アルミニウム錯体のような陰
帯電制御剤等が挙げられるが、これらに限るものではない。
【００６７】
　その他必要に応じて添加剤として、無機粒子等を湿式添加してもよい。湿式添加する無
機粒子としては、シリカ、アルミナ、チタニア、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リ
ン酸三カルシウムなど、通常トナー表面の外添剤として使用される全てのものを、イオン
性界面活性剤や高分子酸、高分子塩基等で水に分散して、シリカ等の無機粒子分散液とし
て湿式添加してもよい。
【００６８】
　本実施形態において使用される無機粒子の分散液中の大きさは、上記レーザ回折式粒度
分布測定装置（日機装社製マイクロトラック）で測定した体積平均粒径で、４ｎｍ以上１
５０ｎｍ以下程度である。
【００６９】
　以上のような樹脂粒子の製造工程、着色剤分散液の製造工程、離型剤分散液の製造工程
、トナー製造工程等の製造工程（トナーの洗浄工程を含む）から、製造工程で不要となっ
たり、その製造工程の設備メンテナンス等にて発生した、界面活性剤、着色剤、離型剤、
無機粒子、トナー等の固形分を含有する界面活性剤水溶液、樹脂粒子分散液、着色剤分散
液、離型剤分散液、無機粒子分散液、トナー分散液、装置洗浄水等の界面活性剤含有液が
排出される。また、凝集体を生成する凝集工程等において、キレート化剤を用いた場合に
、この製造工程で不要となったり、その製造工程の設備メンテナンス等にて発生した、キ
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レート化剤含有溶液が発生することがある。これらの原水は原水槽等に集められ、上記水
処理方法による処理が施される。
【実施例】
【００７０】
　以下、実施例および比較例を挙げ、本発明をより具体的に詳細に説明するが、本発明は
、以下の実施例に限定されるものではない。
【００７１】
（樹脂粒子分散液の調製）
　　スチレン　　　　　　　　　３２０質量部
　　ｎ－ブチルアクリレート　　　８０質量部
　　アクリル酸　　　　　　　　　１０質量部
　　ドデカンチオール　　　　　　１０質量部
　この溶液４２０質量部と、非イオン性界面活性剤（三洋化成社製、ノニポール４００）
６質量部、およびアニオン系界面活性剤（第一工業製薬社製、ネオゲンＳＣ）１０質量部
とをイオン交換水５５０質量部に溶解した溶液をフラスコ中に入れて分散、乳化し、１０
分間ゆっくりと撹拌、混合しながら、過硫酸アンモニウム４質量部を溶解したイオン交換
水５０質量部を投入した。その後、フラスコ内を窒素で充分に置換してから撹拌しながら
オイルバスで系内が７０℃になるまで加熱し、５時間そのまま乳化重合を継続し、樹脂粒
子分散液を得た。
【００７２】
　樹脂粒子分散液で得られた樹脂粒子は、レーザ回折式粒度分布測定装置（日機装社製マ
イクロトラック）で樹脂粒子の体積平均粒径（Ｄ５０）を測定したところ１５５ｎｍであ
り、示差走査熱量計（島津制作所社製、ＤＳＣ－５０）を用いて昇温速度１０℃／ｍｉｎ
で樹脂のガラス転移点を測定したところ５４℃であり、分子量測定器（東ソー社製、ＨＬ
Ｃ－８０２０）を用い、ＴＨＦを溶媒として重量平均分子量（ポリスチレン換算）を測定
したところ３３，０００であった。
【００７３】
（着色剤分散液の調製）
　　顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０質量部
　　アニオン系界面活性剤（ネオゲンＳＣ、第一工業製薬（株）製）　　２０質量部
　　イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４００質量部
　以上を混合して、アルティマイザーにて分散処理し、着色剤分散液を調製した。なお、
顔料は、イエロー用としてはＣ．Ｉ．ピグメントイエロー７４（大日精化社製）、シアン
用としてはＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（ＢＡＳＦ社製）、マゼンタ用としてはＣ
．Ｉ．ピグメントレッド１２２（大日精化社製）、ブラック用としてはカーボンブラック
（キャボット社製）をそれぞれ使用した。
【００７４】
（離型剤分散液の調製）
　　パラフィンワックス（日本精蝋（株）製、ＨＮＰ０１９０、融点８５℃）５０質量部
　　カチオン系界面活性剤（花王（株）製、サニゾールＢ５０）　　　　　　　５質量部
　　イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
　以上を９５℃に加熱して、ホモジナイザ（ＩＫＡ社製、ウルトラタラックスＴ５０）を
用いて分散した後、圧力吐出型ホモジナイザで分散処理し、体積平均粒径が５５０ｎｍで
ある離型剤を分散させてなる離型剤分散液を調製した。
【００７５】
（静電荷像現像用トナーの調製）
［凝集粒子の調製］
　　樹脂粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
　　着色剤分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　　離型剤分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０質量部
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　　カチオン系界面活性剤（花王（株）製、サニゾールＢ５０）　　１．５質量部
　以上を丸型ステンレス製フラスコ中でホモジナイザ（ＩＫＡ社製、ウルトラタラックス
Ｔ５０）を用いて混合し、分散した後、加熱用オイルバス中でフラスコ内を撹拌しながら
４８℃まで加熱した。４８℃で３０分間保持した後、光学顕微鏡にて観察すると平均粒径
が約５μｍである凝集粒子（体積：９５ｃｍ３）が形成されていることが確認された。凝
集時に、キレート剤として、エチレンジアミン四酢酸四ナトリウム（ＥＤＴＡ・４Ｎａ）
（キレスト（株）製）１．５質量部を用いた。
【００７６】
［付着粒子の調製］
　調製した上記凝集粒子の分散液に、上記樹脂粒子分散液を緩やかに６０質量部追加した
。なお、前記樹脂粒子分散液に含まれる樹脂粒子の体積は２５ｃｍ３であった。そして、
加熱用オイルバスの温度を５０℃に上げて１時間保持した。光学顕微鏡にて観察すると、
平均粒径が約５．７μｍである付着粒子が形成されていることが確認された。
【００７７】
　その後、調製した上記付着粒子の分散液に、アニオン系界面活性剤（ネオゲンＳＣ、第
一工業製薬（株）製）３質量部を追加した後、前記ステンレス製フラスコを密閉し、磁力
シールを用いて撹拌を継続しながら、１０５℃まで加熱し、３時間保持した。そして、冷
却後、反応生成物を濾過し、イオン交換水で十分に洗浄した後、乾燥させることにより、
静電荷像現像用トナーを得た。
【００７８】
（処理対象水Ａの組成）
　処理対象水Ａとは、上記静電荷像現像用トナーのようなトナー製造工程から排出される
水であり、その中には、着色剤分散液、離型剤（ワックス）分散液、樹脂粒子分散液、界
面活性剤水溶液、キレート化剤含有溶液等が含まれる水である。処理対象水Ａの主な組成
についてトナーの作製に用いた材料より、以下に示すものと推定される。また、この水の
化学的酸素要求量（ＣＯＤ－Ｍｎ）の測定結果は１，６００ｍｇ／Ｌであった。
　　アニオン系界面活性剤（ネオゲンＳＣ、第一工業製薬（株）製）　２．０質量％
　　樹脂粒子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量％
　　着色剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量％
　　ワックス（ポリワックス７２５、東洋ペトロライト（株）製）　　１．０質量％
　　エチレンジアミン四酢酸四ナトリウム（キレスト（株）製）　　０．０８質量％
　　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２．９２質量％
【００７９】
　化学的酸素要求量（ＣＯＤ－Ｍｎ）は、ＪＩＳ　Ｋ　０１０２　１７にて定められてい
る方法で測定した。具体的には、試料に酸化剤を加え、一定の条件の下で反応させ、その
とき消費した酸化剤の量を酸素の量に換算して表す試験方法である。
【００８０】
　水中のキレート化剤（ここではＥＤＴＡ）の含有量は、高速液体クロマトグラフ装置（
日立ハイテクノロジーズ製）を用いて測定した。
【００８１】
（前処理（汚泥生成））
　次の条件で処理対象水Ａ　１Ｌについてフェントン処理を行った。
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として６００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）を加えて
ｐＨ９．５とした後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙で
ろ過した。ろ過水のＣＯＤ－Ｍｎは５９５ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡの含有量は２ｍｇ／Ｌであ
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った。この時の汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであった。以下の実施例では、ここで生
成した汚泥を返送汚泥として、還元処理せずに処理対象水に直接投入した。
【００８２】
＜実施例１＞
　次の条件で処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。処理対象水Ａ
へは前処理にて生成した汚泥を返送汚泥として、還元処理せずに直接投入した。処理対象
水Ａへ投入する総鉄量を６００ｍｇ／Ｌとし、このうち返送汚泥投入による鉄分の割合を
総鉄量の２５質量％となるように、ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏに含まれる鉄分を鉄分として４
５０ｍｇ／Ｌ投入し、返送汚泥に含まれる鉄分を鉄分として１５０ｍｇ／Ｌ投入した。な
お、返送汚泥に含まれる鉄分１５０ｍｇ／Ｌは、処理対象水Ａのキレート化剤ＥＤＴＡ　
８００ｍｇ／Ｌとの配位結合に必要な鉄量に相当する。
　　総鉄量　　　　　　　：６００ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として４５０ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として１５０ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６０２ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡの残留量は３ｍｇ／Ｌであった。この時
の汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため
、実際の汚泥発生量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８３】
＜実施例２＞
　次の条件のように返送汚泥により処理対象水Ａに投入される鉄分の割合を総鉄量の１６
．７質量％とする以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェ
ントン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：６００ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として５００ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として１００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６００ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は３ｍｇ／Ｌであった。この時の
汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち２８７ｍｇ／Ｌを返送するため、
実際の汚泥発生量は１，１９６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８４】
＜実施例３＞
　次の条件のように返送汚泥により処理対象水Ａに投入される鉄分の割合を総鉄量の３３
．３質量％とする以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェ
ントン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：６００ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として４００ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として２００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
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　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６１０ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は４ｍｇ／Ｌであった。この時の
汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち４７８ｍｇ／Ｌを返送するため、
実際の汚泥発生量は９５６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８５】
＜実施例４＞
　次の条件のように返送汚泥により処理対象水Ａに投入される鉄分の割合を総鉄量の５０
質量％とする以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェント
ン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：６００ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として３００ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として３００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６８０ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は１５ｍｇ／Ｌであった。この時
の汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち７１８ｍｇ／Ｌを返送するため
、実際の汚泥発生量は７１８ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８６】
＜実施例５＞
　次の条件のようにする以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについ
てフェントン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：５５０ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として４５０ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として１００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６５０ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は１２ｍｇ／Ｌであった。この時
の汚泥発生量は１，３１５ｍｇ／Ｌであったが、このうち２３９ｍｇ／Ｌを返送するため
、実際の汚泥発生量は１０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８７】
＜実施例６＞
　次の条件のようにする以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについ
てフェントン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：６５０ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として４５０ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として２００ｍｇ／Ｌ
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
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　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは６００ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は３ｍｇ／Ｌであった。この時の
汚泥発生量は１，５５５ｍｇ／Ｌであったが、このうち４７９ｍｇ／Ｌを返送するため、
実際の汚泥発生量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００８８】
＜実施例７＞
　フェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えずに、ｐＨ調整を行わず、反応時間を１．
６ｈとした以外は、実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェント
ン処理を行った。フェントン処理水にｐＨ調整を行わなかったため固液分離せず、原水へ
鉄分として１５０ｍｇ／Ｌ戻すためには作製したフェントン処理水全量のうち１／４に相
当する１２５ｍＬをそのまま原水へ戻す必要がある。この場合、図１のような連続処理で
は原水の反応時間（滞留時間）が減り、原水＋戻り量の総量に反比例するため、反応時間
を相当する１．６ｈとした。ろ過水のＣＯＤ－Ｍｎは６８５ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は
１５ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち
３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果
を表１に示す。
【００８９】
＜実施例８＞
　フェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ７とした以外は、実施例１と同様に
して、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。ろ過水のＣＯＤ－Ｍ
ｎは６０５ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は３ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１，
４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生量
は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９０】
＜実施例９＞
　フェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ１０とした以外は、実施例１と同様
にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。ろ過水のＣＯＤ－
Ｍｎは６０２ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は３ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１
，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生
量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９１】
＜実施例１０＞
　フェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ４とした以外は、実施例１と同様に
して、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。ろ過水のＣＯＤ－Ｍ
ｎは６２５ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は７ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１，
４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生量
は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９２】
＜実施例１１＞
　フェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ１１とした以外は、実施例１と同様
にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。ろ過水のＣＯＤ－
Ｍｎは６２４ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は７ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１
，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生
量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９３】
＜実施例１２＞
　ＥＤＴＡの代わりにＥＤＤＳ（エチレンジアミンジコハク酸）を原水のＣＯＤ-Ｍｎが
１，６００ｍｇ／Ｌとなるよう含ませた処理対象水Ｂ　５００ｍＬについてフェントン処
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ｎは６０３ｍｇ／Ｌ、ＥＤＤＳ残留量は４ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は１，
４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発生量
は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９４】
＜比較例１＞
　次の条件のように返送汚泥を投入しなかった（処理対象水Ａに投入される鉄分の割合を
総鉄量の０質量％）以外は実施例１と同様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフ
ェントン処理を行った。
　　総鉄量　　　　　　　：６００ｍｇ／Ｌ
　　ＦｅＳＯ４・７Ｈ２Ｏ　：鉄分として６００ｍｇ／Ｌ
　　汚泥　　　　　　　　：鉄分として０ｍｇ／Ｌ（投入なし）
　　過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）：６，０００ｍｇ／Ｌ
　　ｐＨ　　　　　　　　：２．５
　　反応時間　　　　　　：２時間
　　反応温度　　　　　　：２０℃
　上記の条件により処理したフェントン処理水に水酸化ナトリウムを加えてｐＨ９．５と
した後、１時間撹拌滞留させて残留過酸化水素を分解し、Ｎｏ．５Ａろ紙でろ過した。ろ
過水のＣＯＤ－Ｍｎは５９５ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は２ｍｇ／Ｌであった。この時の
汚泥発生量は１，４３５ｍｇ／Ｌであった。結果を表１に示す。
【００９５】
＜比較例２＞
　返送汚泥を電極を使用した電気化学的な方法により還元処理した以外は、実施例１と同
様にして、処理対象水Ａ　５００ｍＬについてフェントン処理を行った。ろ過水のＣＯＤ
－Ｍｎは５９８ｍｇ／Ｌ、ＥＤＴＡ残留量は２ｍｇ／Ｌであった。この時の汚泥発生量は
１，４３５ｍｇ／Ｌであったが、このうち３５９ｍｇ／Ｌを返送するため、実際の汚泥発
生量は１，０７６ｍｇ／Ｌとなった。結果を表１に示す。
【００９６】
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【表１】

【００９７】



(18) JP 5659746 B2 2015.1.28

10

　実施例１～１２のように、固液分離した汚泥の少なくとも一部を還元処理せずにそのま
ま処理対象の水に返送することにより、比較例１に比べて、発生する汚泥量が低減された
。また、フェントン処理水のｐＨ調整を行った実施例１～６、８～１１は、汚泥の分理性
が向上した。還元処理を行った比較例２は、比較例１に比べて、発生する汚泥量が低減さ
れたが、還元処理設備および還元薬剤が必要となった。
【符号の説明】
【００９８】
　１　水処理装置、１０　原水槽、１２　第一フェントン反応槽、１４　第二フェントン
反応槽、１６　ｐＨ調整槽、１８　固液分離槽、２０　返送配管、２２，２４　ｐＨ測定
装置。

【図１】
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